
 
 

 

別紙様式第２ （第４条関係） 

 

較 正 申 請 書 

 

令和４年６月１日 

国立研究開発法人情報通信研究機構 殿 

 

     〒184-8795 

住   所 東京都小金井市貫井北町4-2-1 

（ふりがな） じょうほうつうしんけんきゅうきこうかぶしきかいしゃ 

名   称 情報通信研究機構株式会社 

      

下記の測定器等について、電波法第１０２条の１８第１項に基づく較正を申請します。 

 

記 

 

１ 測定器等の種別 （いずれかにチェック） 

○ 周波数計  ○ スペクトル分析器 ○ 電界強度測定器 ○ 高周波電力計 

○ 電圧電流計 ○ 周波数信号発生器 ● 周波数標準器 

２ 被較正機器の個別情報 

<名称及び型式>         <製造者名>  <製造番号> 

セシウム周波数標準器（A11111） 標準器製造株式会社 ０００００１ 

 

３ 付属品 

■ 測定器等の操作及び保守の方法を記載した書面 

■ その他（別紙搬入品リストのとおり                  ） 

４ 前回の較正完了通知書の発行番号（当機構で発行したものに限る） 

令和３年４月（情通機較２１－０００１号） 

 連絡担当者 所 属：品質管理室 

     氏 名：較正 太郎 

       ＴＥＬ：012-345-6789 

       E-mail：xxx@xx.xx.jp 

 
この様式は、電波法における登録検査等事業者が測定器等の較正に関する規則（平成９年郵政省令第７４号）第３

条に基づき、情報通信研究機構向けに申請する場合に用いるものです。装置ごとに一葉必要です。 


